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施策項目１　消防・防災体制の充実

　　単位施策１　消防・救急体制の充実 （１）消防団の活性化　　

（２）常備消防・救急体制の充実

　　単位施策２　防災体制の充実 （１）総合的な防災体制の確立

（２）防火・防災意識の高揚と自主防災組織の育成

　　単位施策３　治水対策の推進 （１）主要河川の整備促進

（２）中小河川の整備

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

施策項目２　生活の安全性の向上（交通安全・防犯・消費者支援）

　　単位施策１　交通安全対策の充実 （１）交通安全意識の高揚

（２）交通安全施設の整備

　　単位施策２　防犯体制の充実 （１）防犯意識の高揚

（２）犯罪の起こりにくい環境づくり

　　単位施策３　消費生活の支援 （１）消費者教育・啓発の推進

（２）相談事業の充実

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

基本目標１　安心・安全・快適なまちづくり

事　 業 　名

事　 業 　名

1 消火栓設置事業 単独 9,100千円 総務課
　水道配水管整備工事に併せて市街地及び密集地、更
にこれに準ずる地域に消火栓を設置する。

2 消防設備整備事業 単独 9,786千円 総務課

　火災、その他の災害から生命、財産を守るため、消防
施設の整備充実を図る。
　〇旧第1分団第4部消防団員詰所解体工事
　〇第3分団第3部消防団員新詰所調査測量業務等

3 石橋地区消防組合事業 単独 561,593千円 総務課 　石橋地区消防組合への負担金

4
自主防災組織設立・
活動補助事業

単独 1,650千円 総務課
　災害発生時における自治会の自主的な防災活動を推
進するため、自主防災組織の設立、育成及び防災活動
の支援を図る。

5 防災体制整備事業 単独 1,096千円 総務課
　災害により被災した避難者用の非常食料や避難所用資
機材を整備する。

6 河川事業 単独 12,000千円 都市建設課
　治水と環境とに配慮しながら、未整備箇所を計画的に
整備する。

7 農村地域防災減災事業 単独 90,000千円
農政課

都市建設課
　田川流域（五分一地区）の自然災害による農地、農業
用施設への被害を未然防止を図る。

1 交通安全施設整備事業 単独 3,000千円 地域生活課
　交通安全と事故防止を図るため、カーブミラー等の設置
及び維持管理を行う。
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単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

施策項目３　快適な生活基盤の整備（上下水道）

　　単位施策１　上水道の整備 （１）安全で衛生的な水道

（２）災害や事故等に強い水道

（３）持続可能な上水道事業

　　単位施策２　下水道の整備 （１）公共下水道事業の維持管理

（２）流域下水道事業の推進

（３）下水道事業の効率化

（４）生活排水浄化の推進

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

252,420千円
(42,300千円)

175,460千円
(29,100千円)

39,600千円
(15,000千円)

29,610千円
(14,800千円)

2,092千円
(1,222千円)

事　 業 　名

事　 業 　名

2 交通安全施設整備事業 単独 8,000千円 都市建設課 　防護柵、区画線を設置し、通行の安全性を確保する。

3 ＬＥＤ防犯灯整備事業 単独 14,670千円 地域生活課
　通学路や犯罪不安箇所を中心とした場所において、
LED防犯灯の整備を実施することで犯罪の抑止を図る。

4
消費生活センター
運営事業

単独 3,523千円 地域生活課
　窓口に専門の消費生活相談員を配置し、町民からの消
費生活の相談に対応する。

1 水道施設整備事業 補助 上下水道課

　安全・安心な水の安定供給を図るため、水道施設の老
朽化対策を計画的に進め、災害に強い施設の整備を推
進する。

2 公共下水道事業 補助 上下水道課

　公共用水域の水質保全と快適な生活環境の確保のた
め、都市の健全な発展に資する公共下水道の整備を推
進する。
　○石田工業団地内の管渠布設及び県事業に伴う管移
設。

3
特定環境保全公共下
水道事業

補助 上下水道課

  公共下水道のうち、市街化区域以外の区域における水
質保全と生活環境の確保のため、公共下水道の整備を
図る。
　○石田地内の路面復旧工事及び北東部地区農業集落
排水の統合工事。

4 流域下水道事業 単独 250,867千円 上下水道課

　上三川町・宇都宮市・下野市の２市１町を対象地域とし
た流域下水道事業（鬼怒川上流流域下水道中央処理区）
に伴う施設建設及び維持管理の費用を負担する。

5 農業集落排水事業 単独 96,921千円 上下水道課

　農業集落の生活雑排水等を処理する施設を管理し、農
村の生活環境の改善と、公共用水域の水質保全を図る。 
　○施設維持管理事業

6 下水道施設更新事業 補助 上下水道課

　下水道施設全体の計画的な点検・調査及び修繕・改築
を行い、持続的な下水道機能の確保とライフサイクルコス
トを低減し施設管理の充実を図る。

7
浄化槽設置整備補助
事業

補助 上下水道課

　公共下水道事業並びに農業集落排水事業計画区域以
外の区域における代替施設として、浄化槽設置整備に補
助金を交付する。
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施策項目４　調和のとれた土地利用の推進

　　単位施策１　適正な土地利用の推進 （１）土地利用関連計画の総合調整

（２）適正な規制・誘導

　　単位施策２　地籍調査事業の推進

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

4,108千円
(2,020千円)

施策項目５　市街地の整備

　　単位施策１　良好な市街地の形成 （１）中心市街地の整備

（２）市街地等の未整備地区への対応

（３）新たな産業用地の確保

　　単位施策２　街路整備の推進

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

32,880千円
(16,150千円)

事　 業 　名

事　 業 　名

1 都市計画基礎調査事業 単独 5,379千円 都市建設課
　都市計画施策等の検討立案の資料とするため、人口分
布や土地利用現況等に関する調査を行う。

2
都市計画マスタープラ
ン策定事業

単独 2,517千円 都市建設課
　町の都市計画に関する基本的な方針となる都市計画マ
スタープランの改定を行う。

3
立地適正化計画策定
事業

補助 都市建設課
　住宅及び都市機能増進施設の立地の適正化を図るた
めの計画を策定する。

4 地籍調査事業 単独 3,129千円 都市建設課
　土地政策の基礎となる地籍の明確化を図るために、地
籍調査事業を推進する。

1 中心市街地整備事業 補助 都市建設課

　中心市街地において、既存ストック（公共施設、公園等）
を利用した整備やアクセスルート、回遊ルートのネット
ワーク構築を実施し、人々が集う魅力ある都市環境の創
出を図る。

2
願成寺地区市街地
整備事業

単独 67,923千円 都市建設課
　公園整備を主なものとする市街地整備事業を推進す
る。
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施策項目６　定住環境の整備（住宅・移住・定住の促進）

　　単位施策１　良好な住環境の創出 （１）住宅・宅地の供給促進

（２）町営住宅の適正な配置及び維持管理

　　単位施策２　空き家対策の推進 （１）空き家の発生抑制及び利活用

（２）空き家の適正な維持管理

（３）他部署、各種専門家、民間団体との連携

　　単位施策３　移住・定住の促進 （１）定住促進のための住宅支援

（２）移住希望者への情報提供と相談対応

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

156,558千円
(78,279千円)

3,630千円
(1,815千円)

6,371千円
(3,717千円)

施策項目７　快適な環境づくり

　　単位施策３　環境美化の推進 （１）環境美化活動の支援

（２）不法投棄の防止

　　単位施策４　墓地・斎場の確保 （１）上三川霊園の整備

（２）斎場の継続利用

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

2,800千円
（1,400千円）

事　 業 　名

　　単位施策１　自然や環境の保全

　　単位施策２　公害防止の推進

事　 業 　名

1
下町第二町営住宅
給排水工事

補助 建築課 　下町第二町営住宅の給排水設備更新工事を行う。

2
空き家バンクリフォーム
補助事業

単独 1,700千円 建築課
　空き家バンクに登録した物件で、所有者や入居者が実
施するリフォーム工事や家財処分に対して補助を行う。

3 空家等実態調査 補助 建築課
　町内空き家の状況を把握するための実態調査
（空き家対策計画見直しの基礎資料）

4
定住促進住宅取得
支援事業

単独 5,830千円 建築課
　若者世代の定住を後押しすることにより、町外からの流
入の促進、町外への流出の抑制をするとともに、中古住
宅を対象に加えることにより、空き家発生を抑制する。

5 移住定住促進事業 補助 企画課
　移住を促進するための相談対応や補助事業を行う。
　若者をはじめ定住促進を図るための取組みを行う。

1 環境美化運動推進事業 補助 地域生活課

　ごみのないきれいな町づくりを目指すため、地域ぐるみ
の環境美化運動を推進する。
　○花いっぱい運動
　 花苗の配布　約５０団体
　　(サルビア、マリーゴールド)    
　○統一美化キャンペーン
　 報償金の交付 約９０団体

2 上三川霊園運営費 単独 2,268千円 地域生活課 　上三川霊園の運営

3 斎場運営事業 単独 58,146千円 地域生活課
　町民の利便性を考慮し、芳賀広域行政組合斎場を広域
的に利用する。
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施策項目１　子育て支援の充実

　単位施策１　親とこどもの健康の保持・増進 （１）妊娠・出産・育児への支援

（２）こどもの健やかな成長と発達への支援

（３）学童期・思春期の心と体の健康づくり

　単位施策２　子育て家庭への支援 （１）子育て支援サービスの充実

（２）保育サービスの充実

　単位施策３　経済的負担の軽減

　単位施策４　家庭教育の支援

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

62,984千円
(29,499千円)

196,900千円
(66,748千円)

基本目標２　子育て・教育のまちづくり

事　 業 　名

1 母子健康教育事業 補助 子ども家庭課

　母子保健法及び発達障害者支援法に基づき、母子保
健に関する知識の普及及び乳幼児の健康増進を図るた
め、保健指導・健康診査等を実施する。
　○健康診査等：妊産婦健診、新生児聴覚検査、乳幼児
健康診査（１か月・４か月・１０か月・１歳６か月・３歳・５
歳）　　
フッ素塗布、２歳児歯科健診、妊産婦歯科健診
　○教室等：プレママ・パパ教室、離乳食教室、思春期保
健事業等　　
　○相談、訪問指導：育児相談、新生児訪問等
　○こども家庭センター（母子保健機能）運営
　○妊婦のための支援給付金

2 母子予防接種事業 単独 83,447千円 子ども家庭課

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防する
ため個別予防接種により予防接種を行い、公衆衛生の向
上及び健康増進に寄与する。
　○定期：Ｂ型肝炎、ヒブ、小児用肺炎球菌、５種混合、４
種混合、不活化ポリオ、ＢＣＧ、水痘、ＭＲ（麻しん、風し
ん）日本脳炎、２種混合、子宮頸がん、ロタウイルス　　　　      
　○任意：成人対象の風しん・ＭＲ（麻しん、風しん）、おた
ふくかぜ、生後６か月から小学６年生まで及び中学３年生
並びに高校３年生相当対象のインフルエンザ

3 医療費助成事業 補助 子ども家庭課

　0歳児から高校3年生相当までを対象に、保険診療の自
己負担額を助成し、子育て家庭の経済的支援を図るとと
もに疾病の早期発見と受療の促進を図る｡
　○対象児童 ４，７００人

　妊産婦及びひとり親家庭の親と児童（満１８歳になった
年度末までで所得制限あり）を対象に、保険診療の自己
負担額を助成し、子育て家庭の経済的支援を図るととも
に疾病の早期発見と受療の促進を図る。
　○妊産婦４００人 ・ ひとり親家庭２３０世帯

4 不妊治療費助成事業 単独 4,000千円 子ども家庭課

　一般不妊治療（人工授精）及び生殖補助医療を受けて
いる夫婦に対し、その費用の一部を助成する。
　なお、医療保険各法の規定に基づく保険者若しくは共
済組合の定める給付額を控除した後の額等を基準とす
る。
　○自己負担額（基準額）の１/２ 
    １年度あたり上限200,000円  最長５年
　  平均 100,000円　   ４０件
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単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

41,885千円
(9,408千円)

21,378千円
(18,705千円)

173,218千円
(75,447千円)

119,049千円
(67,978千円)

692,340千円
(625,840千円)

153,000千円
(110,772千円)

事　 業 　名

5 ベビーギフト事業 単独 2,159千円 子ども家庭課

　新たに出生した子を祝福し、誕生祝品を贈呈する。
　〇１万円相当分の育児に関わる物品の目録
　　(カタログ)を交付する。

6
第３子以降出産祝金
事業

単独 5,000千円 子ども家庭課

　次代を担うこどもが健やかに生まれ、育成される社会の
実現に向け、第３子以降児の出産に対し赤ちゃん誕生祝
金を交付する。
　○児童１人　200,000円　　２５人

7 子育て支援センター事業 補助 子ども家庭課

　子育ての支援拠点として、多様な子育て支援活動を実
施し、子育て家庭へのきめ細かな育児支援を行う。
　○親子の居場所作り、子育てに関する相談、
　他事業交流、一時預かり

8
ファミリー・サポート・
センター事業

単独 55千円 子ども家庭課

　子育ての援助を受けたい人（依頼会員）と援助を行いた
い人（提供会員）が、それぞれ会員となり、会員同士が相
互に援助活動（主にこどもの預り）を実施し、地域全体で
子育て家庭を支援することにより、児童の福祉の向上を
図る。

9
こども誰でも通園制度
（乳児等通園支援事業）

補助 子ども家庭課

　親の就労状況に関わらず、0歳6か月から3歳未満のこ
どもが月一定時間まで保育所や認定こども園などを利用
することで、保育士や同年代のこども同士での触れ合い
など、家庭とは異なる環境での経験を体験することによ
り、こどもの健やかな成長を図る。

10 保育所等助成事業 補助 子ども家庭課

　私立保育園が実施する特別保育事業等に必要な経費
を助成する。（子ども・子育て支援交付金事業、一歳児担
当保育士増員事業、食物ｱﾚﾙｷﾞｰ対応給食提供事業、病
児・病後児保育事業、保育士等就職定着事業費奨励金　
等）
　○認定こども園上三川幼児園・あけぼし保育園・蓼沼保
育園・ふざかしおひさま保育園・上三川保育園・ゆいのわ
保育園・大山保育園・認定こども園しらさぎ幼稚園・トータ
スキッズ・ふじやま園・しらさぎセントラル保育園・認定こど
も園やしお幼稚園

11
放課後児童健全育成
事業

補助 子ども家庭課

　昼間保護者のいない家庭の児童に対し、放課後等の家
庭生活及び社会生活において必要な生活習慣、遊び等
を家庭的雰囲気の中で学習する場を提供し、児童の健全
育成活動の向上を図る。
　○各放課後児童クラブ（町内全小学校区で実施）
　　指定管理者による運営

12 児童手当支給事業 補助 子ども家庭課

　次世代を担うこどもの健やかな育ちを社会全体で応援
するため、養育者に対して手当を支給する。
　○対象となるこども
　　0～3歳未満（第1子、第2子） 15,000円／月
　　0～3歳未満（第3子以降）　　 30,000円／月
　　3歳以上高校修了前（第1子、第2子）
　　　　　　　　　 　　　 　10,000円／月
　　3歳以上高校修了前（第3以降) 
　　　　　　　　　　　　　　30,000円／月

13
小中学校給食費の
無償化

補助 教育総務課 　小中学校給食費の保護者負担を０とする。

14 親学習出前講座 単独 200千円 生涯学習課 　家庭教育支援として親学習に関する講座を開催する。
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施策項目２　課題や困難を抱えるこどもや家庭への支援

（１）児童虐待の防止、ヤングケアラー対策の充実

（２）ひとり親家庭等の自立支援の推進

（３）要保護児童への支援

（４）地域おけるこどもの居場所づくり

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

12,797千円
(2,738千円)

7,175千円
(5,802千円)

施策項目３　学校教育の充実

　単位施策１　特色ある教育活動の推進 （１）こどもたちの確かな学力の育成

（２）こどもたちの豊かな心の育成

（３）こどもたちの健やかな体の育成

（４）国際化社会に対応した英語教育の推進

（５）ＯＲＩＧＡＭＩ教育の推進

　単位施策２　教育支援体制の充実 （１）教員の資質・能力の向上と働き方改革

（２）地域とともにある学校づくりの推進

（３）個別のニーズに応じた教育の推進

（４）中学校部活動の地域展開の推進

（１）安心・安全な教育環境の整備

（２）教材・教具等の整備

（３）学校給食の充実

（４）学校再編の検討

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

236,661千円
(76,893千円)

事　 業 　名

事　 業 　名

　単位施策１　支援を必要とするこどもと家庭
　　　　　　　　　への取組

1
地域子ども教室推進
事業

補助 生涯学習課

　地域の方々の参画を得て、こどもたちに勉強やスポー
ツ・文化芸術活動、地域住民との交流活動等の機会を提
供する。
　○放課後子ども教室　７教室
　○地域未来塾　本郷・明治中学校

2 児童虐待防止対策 補助 子ども家庭課

　母子の心身の健康と福祉の増進を図ると共に、要保護
児童の早期発見及びその適切な保護を図る。
　○こども家庭センター（児童福祉機能）の運営
　○要保護児童対策協議会
　○養育支援訪問事業、子育て世帯訪問支援事業
　○子育て短期支援事業（ショートステイ）

　単位施策３　安心・安全な学校づくりに
　　　　　　　　　向けた環境整備

1 学習者用端末整備事業 補助 教育総務課

　児童生徒の状況に即した学習者用端末の整備・更新を
行い、国のGIGAスクール構想に基づく教育環境（学習者
用端末の導入とネットワークの再構築）を実現する。

2
小中学校教育機器
整備事業

単独 54,257千円 教育総務課

　教育環境のDX化を推進するため、教師用端末の整備
や各種教育システムの導入・更新を行う。また、教育活動
の多様化に対応した視聴覚機器等教材備品の整備を図
る。　
　〇小学校　　 32,942千円
　○中学校　　 21,315千円
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単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

94,148千円
(4,648千円)

8,974千円
(500千円)

事　 業 　名

3 外国語教育推進事業 単独 35,737千円 教育総務課

　英語専門指導員と外国語指導助手を任用し、小中学校
及び幼稚園、保育園で英語指導を行う。日常生活の中で
英語に触れる機会を創出する英語体験創出事業を通し
て外国語教育の推進を図る。

4 英語力向上事業 単独 1,352千円 教育総務課 　英語検定受験料を補助し英語力向上を図る。

5 中学生海外派遣事業 単独 10,480千円 教育総務課

　生徒を海外に派遣し、国際感覚豊かな青少年の育成と
国際交流の推進を図る。８月にオーストラリアへ派遣予
定。

6 学校司書配置事業 単独 17,132千円 教育総務課
　小中学校図書館に司書を配置し、読書活動の推進を図
る。

7 教育支援センター事業 単独 9,029千円 教育総務課 　不登校等の児童・生徒に対する教育支援を行う。

8 教育指導体制整備事業 単独 4,412千円 教育総務課 　スクールカウンセラーによる教育相談を行う。

9
小中学校学級運営等
改善事業

補助 教育総務課

　小中学校に非常勤講師を配置し、きめ細かな指導の充
実を図る。
　〇小学校　 　63,511千円
　○中学校　 　30,637千円

10 部活動地域展開事業 単独 5,676千円 生涯学習課

　「上三川町部活動の地域展開基本方針」に基づき、学
校や地域（関係団体等)及び部活動地域展開推進協議会
が連携し、「上三川町地域クラブ」を運営する。

11
児童等登下校時防犯
活動推進事業

単独 1,878千円 教育総務課
　パトロール車による通学路巡回を実施し、防犯対策を
強化する。

12 小中学校施設維持事業 単独 12,660千円 教育総務課
　本郷小学校プール修繕工事
　上三川中学校総合学習室空調機設置工事等

13 小学校施設改修事業 単独 19,512千円 教育総務課

　小学校給水設備の改修（災害発生時の避難所環境の
充実を兼ねる）
　本郷小学校

14
小中学校大規模改修
事業

単独 4,059千円 教育総務課
　屋内運動場照明器具LED化改修工事設計
　北小学校、本郷中学校

15
小中学校教材備品
整備事業

単独 教育総務課 　教材、図書、理科備品の整備
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施策項目４　人権・多様性の尊重（人権・男女共同参画・多文化共生）

　単位施策１　人権の尊重 （１）あらゆる場を通じた人権教育・啓発の推進

（２）人権相談等の充実

　単位施策２　男女共同参画の推進 （１）総合的な取組

（２）固定的な役割分担意識の解消

（３）男女が共に活躍できる環境づくり

　単位施策３　多文化共生の推進

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

2,820千円
(15千円)

施策項目５　生涯学習の充実

　単位施策１　生涯学習の積極的推進 （１）生涯学習機会の充実

（２）学びの成果の活用

　単位施策２　親しみやすい図書館づくり （１）図書館事業の推進

（２）読書普及活動のきっかけづくり

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

事　 業 　名

事　 業 　名

1 人権啓発事業 補助 健康福祉課

　町民の人権意識の高揚を図るため人権講演会等を実
施する。
　○人権講演会(１回）
　○啓発誌「だんろ」の発行
　○人権の花運動
　○社会を明るくする運動 等

2
共同学習会・人権カレッ
ジ

単独 143千円 生涯学習課

　人権問題の解決を目的に、地域住民や集会所各自主
教室の参加者、行政関係者等が人権問題を共感的に理
解し、お互いが共に生きることの大切さを学習するため学
習会を開催する。
　また、町職員をはじめ地域や団体の指導的立場にある
人たちを対象に、身近にある人権問題、地域や団体活動
の場での差別に対し適切な対応ができる指導者としての
資質向上を目的に人権カレッジを開催する。

1 生涯学習センター事業 単独 40,753千円 生涯学習課
　生涯学習センターの継続的な維持管理・運営を図ること
で、学習機会の提供及び人材育成・活動支援を行う。

2 生涯学習推進事業 単独 4,197千円 生涯学習課

　町民が文化的教養を高め得るような各種講座を開設
し、生涯学習環境の充実を図る。
　○３１学級講座　１イベント　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

3 図書館運営事業 単独 70,220千円 生涯学習課

　町立図書館の管理運営。
　町民の読書活動を促進する積極的なサービスを提供
し、誰もが親しむことのできる図書館づくりを行う。

9



施策項目６　芸術・文化・スポーツの充実

　単位施策１　芸術・文化活動の活発化 （１）芸術・文化団体の育成

（２）芸術・文化に親しむ環境づくり

　単位施策２　文化財の保存・活用

　単位施策３　スポーツ活動の普及 （１）スポーツ活動の推進

（２）各種スポーツ大会・レクリエーションの充実

（３）いちご一会とちぎ国体の遺産（レガシー）の継承

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

1,200千円
(600千円)

4,119千円
(2,059千円)

施策項目７　“ＯＲＩＧＡＭＩのまち”の推進

　単位施策１　“ORIGAMIのまち”の普及・啓発 （１）ＯＲＩＧＡＭＩから広がるまちづくり

（２）ＯＲＩＧＡＭＩ作品の活用

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

事　 業 　名

事　 業 　名

1 文化祭 補助 生涯学習課
　多様な文化芸術の鑑賞の場や活動成果の発表の場と
して文化祭を開催し、町の文化芸術の発展を図る。

2
上神主・茂原官衙遺
跡保存整備事業

補助 生涯学習課

　国指定史跡上神主・茂原官衙遺跡から出土した国指定
重要文化財刻書瓦の恒久的な保存と有効活用のための
保存修理事業を行う。

3
町民スポーツレクリ
エーション祭

単独 2,552千円 生涯学習課

　町民一人１スポーツの実践を目標に、町民の誰もが気
軽にスポーツ・レクリエーション活動を楽しめるイベントを
開催し継続的な運動、スポーツの実践につなげる。

4 しらさぎマラソン大会 単独 3,290千円 生涯学習課

　大会を通して、いつでも誰でも気軽にできるマラソンを、
年齢や体力に応じて幅広い人に楽しんでいただくことを
目的として実施する。

5 しらさぎ駅伝競走大会 単独 1,300千円 生涯学習課

　駅伝大会を通して参加者の交流及び体力の増進を図る
とともに、町民の協力による大会運営を通して協働の実
践を図る。
　また観戦者にスポーツに親しむ機会を提供し、スポーツ
を自ら行う動機づけを図る。

6
体育施設等指定管理
事業

単独 20,093千円 生涯学習課

　町民一人１スポーツの拠点施設である体育施設等をい
つでも安全に利用することができるよう、体育施設等の備
品及び設備の管理を行う。

1 ORIGAMIのまちの推進 単独 2,421千円 生涯学習課

　ORIGAMIフェスティバルの開催、各種講座の開催及び
関連イベントへ出展し、“ORIGAMIのまち　かみのかわ”を
町内外へ発信する。
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施策項目１　健康づくり・地域医療の充実

　単位施策１　健康づくりの促進 （１）健康づくりの活性化

（２）地域ぐるみ健康づくり活動の促進

（３）上三川いきいきプラザの機能活用

（４）食育の推進

　単位施策２　保健サービスの充実 （１）健（検）診の充実と重症化予防

（２）こころの健康づくり

（３）感染症対策の推進

（４）歯科保健事業の充実

　単位施策３　地域医療体制の充実 （１）かかりつけ医の定着促進

（２）救急医療体制の充実

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

3,014千円
(504千円)

20,867千円
(4,558千円)

基本目標３　健康・福祉のまちづくり

事　 業 　名

1 健康づくり事業 補助 健康福祉課

　町民一人ひとりの健康づくりに対する意識や取り組む意
欲を高め、健康寿命の延伸を図る。
　また、上三川いきいきプラザを活用し、生活習慣病予防
の実践運動教室等を実施するとともに、地域での健康づ
くりを推進するため支援を行う。
　○健康マイレージ事業
　○地域での健康づくり事業
　　（かんたんフィットネス教室、
　　　自主運動グループサポート事業　等）

2
上三川いきいきプラザ
管理運営事業

単独 234,674千円 健康福祉課

　保健センター機能、総合健康活動促進機能、町民交流
センター機能、青少年健全育成機能、保健福祉関連諸機
能の5 つの機能を活用し、すべての町民の福祉の向上と
健康維持増進を支援する。

3
上三川いきいきプラザ
施設・設備修繕事業

単独 4,513千円 健康福祉課

　上三川いきいきプラザの施設及び設備について修繕等
の実施により適正な維持管理を図る。
　○上三川いきいきプラザ改修方針策定
　○外周歩道ウォーキングコース路面標示修繕

4 高齢者予防接種事業 単独 44,211千円 健康福祉課

　伝染のおそれのある疾病の発生及びまん延を予防する
ため高齢者を対象に予防接種を行い、公衆衛生の向上
及び健康増進に寄与する。
　○高齢者インフルエンザ予防接種の実施
　〇高齢者用肺炎球菌予防接種の実施
  〇新型コロナウイルス予防接種の実施

5 成人予防接種事業 補助 健康福祉課

　疾病の発症率低減及び重症化予防のため予防接種を
行い、町民の健康増進に寄与する。
　〇帯状疱疹予防接種の実施（定期接種及び任意接種
への助成）
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単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

18,192千円
(17,450千円)

64,960千円
(949千円)

550千円
(210千円)

施策項目２　地域福祉の充実

　単位施策１　地域共生社会の推進 （１）包括的な支援体制の充実

（２）孤独・孤立対策の推進

（３）安心・安全な地域づくり

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

61,684千円
(2,222千円)

201千円
（60千円）

6,503千円
(4,876千円)

63,758千円
(63,755千円)

国民健康保険事業 2,911,000千円
（国民健康保険事業特
別会計）

(2,094,473千円)

事　 業 　名

事　 業 　名

6
特定健康診査・
特定保健指導事業

補助 健康福祉課

　内臓脂肪症候群（メタボリックシンドローム）に着目した
特定健康診査及び特定保健指導を実施し、疾病の予防、
心身の健康の保持増進を図る。

7 がん・結核検診事業 補助 健康福祉課
　疾病の早期発見による早期治療に繋げるため、各種検
診を実施し、町民の健康の保持及び増進を図る。

8
医療用ウィッグ等購入
費助成事業

補助 健康福祉課

　がん治療の副作用等により医療用ウィッグ、乳房補正
具が必要な方に対し、購入費用の助成をすることにより
心理的・経済的な負担を軽減し、療養生活の向上（ＱＯＬ）
を図る。

9
難病患者等福祉手当
支給事業

単独 9,720千円 健康福祉課

　難病の患者等に福祉手当を支給し、福祉の増進を図
る。
　○支給額月３千円

1
社会福祉協議会補助
事業

補助 健康福祉課

　社会福祉事業の中核的組織である社会福祉協議会が
行う各種事業に要する経費及び運営費に対し助成し、そ
の育成強化を図る。
　○社会福祉協議会運営費補助・各種団体補助・
　　地域活動推進事業・ボランティアセンター事業・
　　生活福祉資金等貸付事業

2
成年後見制度利用促
進事業

補助 健康福祉課

　中核機関を設置して、成年後見制度の周知や地域連携
ネットワーク（支援チーム、中核機関、協議会）の構築を
図り、成年後見制度を利用しやすい環境を整備する。

3
重層的支援体制整備
事業

補助 健康福祉課
　地域住民の複合・複雑化した支援ニーズに対応する包
括的な支援を実施するための体制整備を行う。

4
物価高騰対応低所得
者支援給付金事業

補助 健康福祉課 　住民税非課税世帯に３万円を給付する。

5 補助 住民課
　健康でいきいきとした毎日を送れるように、地域の皆で
保険料を出し合って支える「助け合い制度」である国民健
康保険事業を適正に推進する。
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施策項目３　高齢者支援の充実

　単位施策１　地域包括ケアシステムの推進 （１）地域包括支援センターの機能強化

（２）在宅医療・介護連携の推進

（３）生活支援サービスの体制整備の推進

（１）介護予防の充実

（２）認知症支援施策の推進

（１）生きがいづくりの推進

（２）高齢者の積極的な社会参加の促進

　単位施策４　介護保険事業の健全化 （１）介護保険財政の適正化

（２）介護保険給付の適正化

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

包括的支援事業 76,240千円
（一般会計・介護保険事
業特別会計）

(40,837千円)

後期高齢者医療事業 423,000千円
（後期高齢者医療特別
会計）

（47,201千円)

9,001千円

6,604千円

介護予防・日常
生活支援総合事業 68,739千円
（一般会計・介護保険事
業特別会計）

(31,436千円)

9,000千円

介護保険給付事業 2,219,545千円
（介護保険事業特別会
計）

(721,205千円)

事　 業 　名

　単位施策２　介護予防・日常生活支援の
　　　　　　　　　推進

　単位施策３　生きがいづくりと社会参加の
　　　　　　　　　促進

1 補助 健康福祉課

　高齢者が住み慣れた地域で、尊厳ある生活を継続する
ことができるようにするために、心身の健康の維持、保
健、福祉、医療の向上及び生活の安定のために必要な
援助・支援を包括的に提供する。また、虐待防止・権利擁
護のための支援も併せて行う。

2 補助 住民課
　将来にわたって高齢者が安心して医療を受けることが
できるよう後期高齢者医療制度を適正に推進する。

3 敬老祝金支給事業 単独 健康福祉課

　町民の長寿を祝し、節目年齢になる高齢者に祝い金を
支給する。
　　８０歳：    5,000円    ８５歳： 10,000円　
　　９０歳：  20,000円　  ９５歳： 30,000円　
  １００歳：100,000円

4 老人福祉措置事業 単独 健康福祉課

　環境上の理由及び経済的理由により、居宅において養
護を受けることが困難な方を養護老人ホームに入所させ
ることや虐待を受けた高齢者に対し短期入所生活介護な
ど一時避難の場を提供することにより、高齢者福祉の充
実を図る。

5 補助 健康福祉課

　要支援状態等になることの予防若しくは要支援状態の
軽減・悪化防止のために、介護予防事業対象者を把握
し、事業を実施する。また独り暮らし高齢者、両老世帯の
生活実態把握を行い、必要に応じて支援を行う。

6
シルバー人材センター
運営補助事業

単独 健康福祉課

　高齢者の生きがいの充実や活力ある地域社会づくりを
目的として、社会参加を希望する高齢者に臨時的かつ短
期的な就業機会を提供するシルバー人材センターの安
定運営を支援するため、人件費等の一部を助成する。

7 補助 健康福祉課

　要介護状態になっても自立した生活ができるようにとい
う理念の基に、家族介護の軽減や受給者の支援のため、
介護保険給付事業を適正に推進する。
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施策項目４　障がい者支援の充実

　単位施策１　理解の促進と相談支援の充実

　単位施策２　障がい者の自立支援 （１）地域における包括的ケアの充実

（２）特別支援教育の充実

（３）就労支援の充実

単･
補

予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

43,105千円
(20,077千円)

38,790千円
(25,452千円)

913,504千円
(685,128千円)

46,096千円
(14,359千円)

事　 業 　名

1
重度心身障がい者医
療費助成事業

補助 健康福祉課

　重度心身障がい者に対して医療費の一部を助成するこ
とにより、保健の向上と福祉の増進を図る。
　○対象：身体障がい者手帳１・２級
　　　　　療育手帳Ａ１・Ａ２　　　
　　　　　精神障害者保健福祉手帳１級

2

自立支援医療費
支給事業
（更生医療）
（育成医療)
（養育医療）

補助 健康福祉課

　身体障がい児・者の日常生活や社会経済活動への参
加促進を図るため、「障害者の日常生活及び社会生活を
総合的に支援するための法律」に基づき、その身体機能
障がいを除去又は軽減させることを目的とした医療費の
自己負担の一部を給付する。

3
障がい者
自立支援給付事業

補助 健康福祉課

　障がい児・者がその有する能力及び適性に応じ、自立
した日常及び社会生活を営むことができるよう、必要な障
がい福祉サービスの給付、補装具の交付や修理その他
の支援を行い、障がい児・者の福祉の増進を図る。
　○介護給付費、訓練等給付費、補装具費支給、
　　障がい児通所給付費

4 地域生活支援事業 補助 健康福祉課

　障がい児・者がその有する能力及び適性に応じ、自立
した日常及び社会生活を営むことができるよう、各種の福
祉サービスを実施する。
　○相談支援事業、コミュニケーション支援事業、
　　移動支援事業、日中一時支援事業、訪問入浴　
　　サービス事業、日常生活用具給付事業、地域
　　活動支援センター事業、自動車改造助成事業

5
障がい者等支援施設
運営事業

単独 15,638千円 健康福祉課

　在宅の身体障がい、知的障がい及び精神障がい児・者
の自立と社会参加を目指すと共に、その介護を行う家族
等に対し支援を行う。また、療育が必要な児童に心身の
発達の促進を図る。
　〇上三川ふれあいの家「ひまわり」管理運営
　〇上三川町こども発達支援センター管理運営

6
地域生活支援拠点等
整備事業（緊急一時
支援事業）

単独 485千円 健康福祉課

　障がい者の介護者が病気、入院、死亡その他のやむを
得ない理由により介護することができなくなった場合、一
時的に受け入れ支援を行う。

14



施策項目１　道路・公共交通

　単位施策１　広域幹線道路網の整備 （１）国・県道の整備促進

　単位施策２　町内道路網の整備 （１）骨格的道路の整備

（２）生活道路の整備

（１）美しくうるおいある道路空間づくり

（２）道路・橋梁の維持管理

　単位施策４　公共交通の充実 （１）公共交通の利用促進

（２）広域連携バスの維持・確保

（３）デマンド交通の充実

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

147,000千円
(40,000千円)

154,700千円
(45,700千円)

102,020千円
(51,150千円)

33,802千円
(4,772千円)

施策項目２　農業の振興

　単位施策１　生産基盤の強化 （１）担い手の育成と確保

（２）農業用施設の適正な維持管理

　単位施策２　収益性の高い農業 （１）収益性の高い農産物生産

（２）畜産の振興

（３）ブランド化・６次産業化と地産地消の促進

（１）環境保全型農業の促進

（２）農地の多面的機能の活用

基本目標４　交流・産業のまちづくり

事　 業 　名

　単位施策３　快適かつ安全な道路環境の
　　　　　　　　　整備

1
新産業団地・道の駅
整備事業

補助 都市建設課 　新産業団地、道の駅に関連する道路整備を実施する。

2 道路台帳整備事業 単独 8,503千円 都市建設課
　道路法第28条の規定に基づき、道路の幅員や延長等の
管理台帳、図面を整備する。

3 道路整備事業 補助 都市建設課

　町内道路網の骨格となる幹線道路をはじめ、集落間の
連絡道路、集落内の生活道路を整備し、周辺住民の安全
で便利な道路を整備する。また、必要箇所の舗装を実施
する。

4 道路維持事業 単独 121,670千円 都市建設課
　町道の舗装修繕や側壁及び側溝の整備、幹線町道の
危険箇所の除草など、適正な維持管理を実施する｡

5 橋梁維持管理事業 補助 都市建設課
　橋梁の適正な維持管理を実施し、通行の安全性を確保
する。

6 デマンド交通運行事業 補助 地域生活課

　鉄道や路線バスなど公共交通機関への接続、また、買
い物、通院等の日常的な足として、デマンド交通「かみた
ん号」を運行することにより地域公共交通の利便性向上を
図る。
　〇平日　午前８時～午後６時
※令和８年度に土曜日実証運行を実施

　単位施策３　持続的農業の展開と
　　　　　　　　　農村環境の保全
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単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

24,000千円
(8,000千円)

26,250千円
(25,250千円)

250千円
(250千円)

25,000千円
(12,250千円)

15,000千円
(15,000千円)

6,758千円
(5,071千円)

10,514千円
(7,907千円)

40,000千円
(30,389千円)

事　 業 　名

1
農業再生対策推進事
業

補助 農政課
　米政策改革（水田農業ビジョン）の円滑な推進を図るた
め、農業再生協議会の事業を支援する。

2
農業人材力強化総合
支援事業

補助 農政課

　次世代を担う独立・自営の農業者となることを志向する
青年等新規就農者に対し、就農直後の経営確立、さらに
は経営を発展させるための機械・施設等の導入を支援す
る。

3
土地利用型経営体育
成事業

単独 9,600千円 農政課
　土地利用型経営体の経営基盤を強化し、米麦の生産拡
大を図るため、一定規模以上の経営体が農業機械を導入
する取組を支援する。

4 農業公社支援事業 単独 12,712千円 農政課
　農地流動化の推進、認定農業者や地域営農集団等の
育成、市民農園の普及推進を図るため農業公社の事業を
支援する。

5 農地集積推進事業 補助 農政課
　担い手への農地集積・集約化を推進するため農地中間
管理機構を通じた農地の賃借の取組を支援する。

6
スマート農業技術導入
支援事業

単独 1,000千円 農政課

　スマート農業技術を導入する認定農業者又は認定新規
就農者の取組を支援する。
　○農業用ドローン技術認定取得
　○環境測定装置導入
　○アシストスーツ導入
　○水田の水管理システム導入
　○水草抑制ロボットの導入

7 土地改良事業 補助 農政課
　土地改良事業の農業用用排水路の整備と改修を支援
する。

8
担い手確保・経営強化
支援事業

補助 農政課
地域の中核となる担い手が農業用機械・施設を導入する
ことへの補助

9 園芸産地振興対策事業 単独 2,400千円 農政課
　園芸産地として振興を図るため、認定農業者等がパイプ
ハウスを導入する取組を支援する。

10
環境保全型農業直接
支払交付金事業

補助 農政課
　環境保全効果の高い営農活動に取り組む農業者で組織
する団体を支援する。

11 多面的機能支払事業 補助 農政課
　農業・農村の持つ多面的機能の維持・発揮、農村景観
の保全を図るための地域の取組を支援する。

12
物価高騰対策農業者
支援事業

補助 農政課
　物価高騰の影響を受けている農畜産業者に対し支援す
る。
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施策項目３　商工業の振興

　単位施策１　魅力ある商業エリアの形成 （１）商業経営への支援

（２）まちなかの賑わい創出

　単位施策２　多様な産業立地の促進 （１）上三川インター産業団地整備

（２）新たな企業誘致の検討

　単位施策３　中小企業の育成 （１）中小企業の経営支援

（２）起業等の支援

（３）働きやすい環境づくり

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

42,000千円
(42,000千円)

39,200千円
（30,388千円）

施策項目４　公園・緑地・水辺空間の整備

　単位施策２　既存公園の整備充実 （１）公園施設の改修

（２）公園の維持管理

　単位施策３　水辺空間の整備 （１）河川空間の活用

（２）親水環境づくり

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

152,241千円
(17,125千円)

17,721千円

事　 業 　名

　単位施策１　都市公園の整備

事　 業 　名

1 プレミアム商品券事業 補助 商工課
　購買力の地元誘導及び消費需要の拡大を目的とし、同
時に物価高騰支援を図るため、プレミアム付き商品券事
業に支援を行う。

2 企業誘致事業 単独 69,980千円 商工課
　上三川インター南産業団地に誘致した企業の工場等の
新設等を支援するための奨励措置を行う。

3
エネルギー価格等高騰
対策支援金交付事業

単独 商工課
　中小企業に対して、高騰が続いているエネルギー価格
（燃料費、光熱費）への対策として支援金交付事業を行
う。

1 公園維持管理事業 補助 都市建設課
　富士山公園、桃畑緑地公園をはじめとする町内公園施
設の維持管理及び改修を行う。

2 農村公園管理費 単独 都市建設課
　農村公園の景観を保ち、公園利用者が安全・安心、快
適かつ楽しく利用できるよう公園の適正な維持管理を図
る。
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施策項目５　観光・交流・景観

　単位施策１　地域資源の活用 （１）観光スポットの充実

（２）地域資源のネットワーク化

（３）景観の保全

　単位施策３　イベントの充実とＰＲ （１）イベントの充実

（２）ＰＲ活動の強化

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要事　 業 　名

　単位施策２　立地条件を活かした道の駅
　　　　　　　　　事業の推進

1
かみのかわ景観スポッ
ト整備事業

単独 6,148千円 商工課
　本町の観光資源として、ひまわり畑の観光スポットをつく
り、町観光事業の活性化を図る。

2 道の駅整備推進事業 単独 10,465千円 商工課
   交流人口の拡大や、町認知度の向上を図りながら地域
活性化を実現するため、「（仮称）道の駅かみのかわ」の
整備を進める。

3
フェスタinかみのかわ
事業

単独 4,500千円 商工課
　町の活性化を目的として開催される、フェスタinかみのか
わ事業を支援し振興を図る。

4
かみのかわ町おこし夏
祭り事業

単独 3,150千円 商工課
　町の活性化と中心市街地の賑わいを造り出すための事
業に対し助成し、夏祭りの振興に努める。
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施策項目１　協働・共創によるまちづくり

　単位施策１　町民と行政との情報の共有化 （１）広報・広聴活動の充実

（２）情報公開の推進

（３）まちづくりに関する学習機会の提供

（１）町民参加の推進

（２）公民連携手法の検討

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

施策項目２　コミュニティ活動の推進

　単位施策１　コミュニティ活動の活性化 （１）コミュニティ推進協議会への支援

（２）自治会への支援

（３）地域づくりの核となるリーダーの育成

（４）外国籍住民の参画

　単位施策２　コミュニティ活動拠点の整備 （１）コミュニティセンターの整備

（２）自治会公民館の整備支援

（３）東館南集会所の適正な運営管理

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

基本目標５　協働・持続可能なまちづくり

事　 業 　名

事　 業 　名

　単位施策２　町民と行政との協働・共創の
　　　　　　　　　まちづくり

（３）各種団体・ボランティア等との関わり、
　　　ＮＰＯ支援

1 広報広聴事業 単独 13,299千円 企画課
　広報広聴活動を展開し、町政に対する町民の理解と協
力の推進を図る。

1
コミュニティ施設整備
事業

単独 24,000千円 地域生活課 　コミュニティセンター等の整備

2
自治会公民館整備支
援事業

単独 809千円 地域生活課 　自治会公民館の修繕等の補助

3 東館南集会所改修事業 単独 7,932千円 生涯学習課
　東館南集会所の継続的な運営及び維持管理を図る。
　給排水設備修繕工事（水道管・トイレ）
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施策項目３　若者の応援

　単位施策１　若い世代に向けた魅力づくり （１）働き方改革の促進

（２）魅力あるまちづくり

　単位施策２　若者の支援 （１）若者の健全育成の支援

（２）悩み・不安を持つ若者やその家族への支援

　単位施策３　結婚への支援 （１）意識の醸成

（２）出会いの場の提供

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

3,125千円
(2,076千円)

施策項目４　カーボンニュートラルの推進

　単位施策１　再生可能エネルギーの導入促進

　単位施策２　省エネルギー対策の推進 （１）省エネルギー行動の推進

（２）省エネルギーの取組

　単位施策３　ごみの減量化・資源化の推進 （１）ごみに関する意識の高揚と４Ｒ運動の促進

（２）ごみの効率的な収集

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

4,000千円
(400千円)

2,000千円
(2,000千円)

10,565千円

事　 業 　名

事　 業 　名

1
かみのかわ高校生プ
ロジェクト

単独 600千円 企画課
　高校生が自ら地域課題について考え、その解決に向け
た取組みを企画し実践するプロジェクトを支援する。

2 結婚支援事業 補助 子ども家庭課
　結婚新生活支援事業
　とちぎ結婚支援センター入会登録料補助

1
家庭用脱炭素設備等
普及推進事業

補助 地域生活課

　電気自動車の購入や定置型蓄電池等を設置した方に
補助金を交付する。
　○定置型蓄電池
　1キロワットアワーあたり1万円（上限10万円）
　○電気自動車、ＺＥＨ住宅、Ｖ２Ｈ
　10万円／件

2
省エネ家電購入促進
事業

補助 地域生活課

　エネルギー価格の高騰を踏まえ、省エネ性能の高い家
電製品の購入を支援することにより、家庭におけるエネ
ルギー費用の負担の軽減及び温室効果ガスの削減を図
ることを目的とする。
　〇補助対象家電の本体購入価格の合計金額が10万円
以上である場合、一世帯につき、1回に限り　2万円を補
助。

3
資源再利用運動
推進事業

単独 地域生活課

  資源の有効活用とごみの減量化を推進するため、団体
が実施する資源再利用運動に対し、報償金を交付すると
ともにごみステーションによる資源物回収を推進する。
　○団体報償金（約６０団体) 1kgあたり×5円
　○業者報償金　　　　　　 　  1kgあたり×1円   
　○資源物の収集運搬業務委託
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単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

施策項目５　持続可能な自治体経営の確立

　単位施策１　行財政改革の推進 （１）推進体制の充実

（２）組織機構及び業務改革（ＢＰＲ）

（３）定員管理の適正化と人材の育成　　

（４）公共施設の効率的な設置・運営

（５）財政の適正かつ健全な運営

　単位施策２　広域行政の推進

　単位施策３　庁舎機能の向上及び維持

単･補
予算額
(補助額)

所管課 事    業    の    概    要

事　 業 　名

事　 業 　名

4
一般廃棄物収集運搬
業務委託事業

単独 75,504千円 地域生活課 　一般廃棄物の収集運搬業務委託

5
クリーンパーク茂原運
営事業

単独 297,530千円 地域生活課
　クリーンパーク茂原等において一般廃棄物を適正に処
理するため所要の経費を負担する。

1 ＤＸ推進事業 補助 11,356千円
デジタル
推進室

　デジタル技術の活用により住民の利便性向上と職員の
業務効率化を図る。

2
ネットワークシステム
整備事業

単独 177,314千円
デジタル
推進室

　庁内ネットワークシステムを適正に管理・運用し、町民
サービスの向上及び事務作業の効率化を図る。
　上三川町情報セキュリティポリシーを遵守し、情報資産
のセキュリティ対策を徹底する。

3
住民票等のコンビニ交
付事業

単独 5,526千円 住民課
　住民票の写しや印鑑登録証明書等のコンビニ交付サー
ビスの実施により、交付時間、交付場所を拡大し、住民
サービスの向上を図る。

4 庁舎大規模改修事業 単独 1,077,399千円 総務課
　老朽化した庁舎の内部大規模改修工事を行い、性能強
化及び長寿命化を図る。
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単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

42,000千円
(42,000千円)

153,000千円
(110,772千円)

63,758千円
(63,755千円)

2,000千円
(2,000千円)

39,200千円
(30,388千円)

40,000千円
(30,389千円)

単･補
予算額

(補助額)
所管課 事    業    の    概    要

18,822千円
(18,822千円)

令和８年度物価高騰対策事業

　本町において令和８年度当初予算に盛り込まれた国の物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金
を活用し行う事業は以下のとおりです。

事　 業 　名

（参考）
上記のほか、令和７年度中に実施済みの物価高騰対策事業

事　 業 　名

1
プレミアム商品券事
業

補助 商工課
　購買力の地元誘導及び消費需要の拡大を目的とし、同
時に物価高騰支援を図るため、プレミアム付き商品券事
業に支援を行う。

2
小中学校給食費の
無償化

補助 教育総務課 　小中学校給食費の保護者負担を０とする。

3
物価高騰対応低所
得者支援給付金事
業

補助 健康福祉課 　住民税非課税世帯に３万円を給付する。

4
省エネ家電購入促
進事業

補助 地域生活課

　エネルギー価格の高騰を踏まえ、省エネ性能の高い家
電製品の購入を支援することにより、家庭におけるエネル
ギー費用の負担の軽減及び温室効果ガスの削減を図る
ことを目的とする。
　〇補助対象家電の本体購入価格の合計金額が10万円
以上である場合、一世帯につき、1回に限り　2万円を補
助。

5
エネルギー価格等
高騰対策支援金交
付事業

補助 商工課
　中小企業に対して、高騰が続いているエネルギー価格
（燃料費、光熱費）への対策として支援金交付事業を行
う。

6
物価高騰対策農業
者支援事業

補助 農政課
　物価高騰の影響を受けている農畜産業者に対し支援す
る。

1
水道基本料金減免
事業

補助 上下水道課
　物価高騰の影響を受けた生活者（一般町民、団体）の水
道料金基本料金の減免を行う。
　○令和８年２月、３月分

別紙


